
令和 4 年度厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研究事業） 
分担研究報告書 

 

テレワーカーに対する運動器疼痛への対策の好事例および 
腰痛アプリに関する情報収集 

 
研究分担者 吉本 隆彦 昭和大学医学部衛生学公衆衛生学講座 准教授 
研究協力者 川又 華代 中央労働災害防止協会健康快適推進部  
 

研究要旨 
 新型コロナウイルスの感染拡大を契機に、働き方が急速に変化した。それに伴い、各企業で
は就労者の健康課題に対して従来とは異なったアプローチが求められている。今回、テレワー
カーに対して運動器疼痛の対策を積極的に実践している好事例を収集した。さらに、運動器疼
痛のセルフマネジメントを促す手段の 1 つにモバイルヘルスアプリの活用が挙げられることか
ら、テレワーカーの身体的不調の代表格である腰痛に焦点をあて、腰痛アプリに関する最新の
文献を踏まえて、アプリの特性および現状の知見を整理することとした。その結果、効果を検
証している近年の腰痛アプリとして 5 つ同定され、その多くは pain・disability 面ともに一定の
効果が認められていた。また、それらのアプリは多要素を考慮し、個別化されたアプローチを
提供するものであった。 

 
Ａ．研究目的 

2020 年以降の新型コロナウイルスの感染
拡大に伴い、企業は働き方の変革を余儀なく
されたが、3 年が経過した現在においてもテ
レワークを中心とした柔軟な働き方を継続し
ている企業が一定数存在する。テレワーカー
の健康面に目を向けると、座位時間が長くな
ったり、作業環境が整っていないことなども
あり、頚部痛や腰痛の訴えが増えていると企
業の健康管理担当者から聞くことが増えた。
実際に、コロナ禍のいわゆる第二波にあたる
2020 年夏に実施した我々の調査においても、
コロナ禍になってテレワークを開始した、ま
たは頻度が増加した群は、身体の痛みが悪化
している割合が高いことが示された 1)。これ
ら運動器疼痛は、個人の健康問題のみならず、
労働生産性の観点からも適切な対策が求めら
れている。 

従来から、就労者の健康問題に対して各企

業において様々な取り組みが実施されている
が、リモート勤務であるテレワーカーに対し
て働きかけることは容易ではない。そこで本
研究では、テレワーカーを対象に運動器疼痛
に対する取り組みを積極的に実施している事
例を整理することとした（研究①）。 

また、運動器疼痛のセルフマネジメントを
促す手段の 1 つにモバイルヘルスアプリが挙
げられる。近年、健康関連アプリの開発は目
覚ましく進んでおり、就労者の身体的不調の
代表格である腰痛に関するアプリも多数存在
している。しかし、その効果を検証している
ものは現時点では少ない。そこで、腰痛アプ
リに関する最新のレビュー論文を踏まえて、
現状の知見を整理することとした（研究②）。 

 
Ｂ．研究方法 
研究①：腰痛対策の好事例の収集 

2022 年 12 月の時点で、学術関連雑誌や産
業保健関連の学会等で発表されている事例の
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中から、効果を数値化している 3 企業の事例
を収集した。 
 
研究②：腰痛アプリの文献収集 

2022 年 12 月の時点で、PubMed において
検索された腰痛のセルフマネジメントに関す
る腰痛アプリの文献について、レビュー論文
を中心に収集した。 
 
（倫理面への配慮） 

本研究は、情報収集を主体としているため、
倫理面の問題はない。雑誌等に公表されてい
ない事例の本報告書への記載については、担
当者本人より許諾を得ている。 
 
Ｃ．研究結果 
研究①：腰痛対策の好事例 
①-１：（株）タニタヘルスリンクの取り組み 

当企業は、新型コロナウイルス感染症の拡
大に伴い、2020 年 4 月から全社員がテレワー
クや時差通勤を展開している。同年 4 月上旬
に実施された社内調査において、全社員の
85％が身体の凝りや腰痛などの不調を訴え
ていたことを確認しており、その実態を踏ま
え、2020 年 4 月下旬より、全社員を対象とし
たオンラインによる健康増進対策を展開して
いる 2)。その内容は、机や椅子などの作業環
境に関するもの、ストレッチ、眼の体操、食
生活のアドバイスなど、健康に関する多岐に
わたる情報の提供を徹底している。また毎日
定時にオンライン体操を実施するなど、運動
の機会の提供にも精力的である。2020 年 6
月上旬のアンケート結果では、身体の凝りを
感じる人は 19.3％減少したと報告されてい
る。ヘルスリテラシーの向上や、多様な健康
課題への介入、そして運動機会の提供など、
オンラインツールを活用して積極的に実施さ
れた素晴らしい取り組みである。 

 
①-２：（株）エクサの取り組み 

当企業の産業保健師が人事部門と協働して
企画し、運動器疼痛の専門家による短時間の
ウェビナーを展開した事例である。社員にお
ける在宅ワークでの困りごとは何かをアンケ
ートにて抽出し、その内容を基にした 30 分
のウェビナーを 2 回実施している 3)。受講 5
か月後のアンケートでは、約 75％の参加者が
現在も何らかの取り組みを続けていると回答
しており、また仕事のパフォーマンス向上に
役立ったと回答した者は約 72％であった。腰
痛・肩こりが多いなどの現場の実態を産業保
健師が把握した後、人事部門や衛生委員会を
含めて社内の他部署と協働して展開している
点は素晴らしい。また、経営者がこれらの健
康施策に理解を示していたとも聞いており、
健康経営の評価項目にもあるように、経営陣
のコミットメントは社員への健康対策を進め
る上で重要である。 
 
①-３：アビームコンサルティング株式会社の
取り組み 

当企業は、社員一人一人が自身のコンディ
ションを理解し、健康習慣を改善して、パフ
ォーマンスを自らマネジメントする仕組みと
して“Business Athlete Conditioning Level
（BACL）”アプリを開発し導入している。
BACL アプリ参加者の健康症状は肩こり、眼
精疲労、腰痛の順に多く、健康症状に該当す
る項目がある人は、無い人に比べて、ストレ
スや判断力が低い傾向があることを示してい
る 4)。このアプリの中には肩こりや腰痛対策
に関する動画コンテンツが用意されており、
各症状があると回答した人に動画の視聴を案
内している。定期的に BACL にて実施効果を
測定しており、その結果を可視化しフィード
バックすることで、対象者の症状改善・運動
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習慣の向上に寄与している。IT 技術を活用し
テーラーメイドな介入につなげている先駆的
な事例である。 
 
②腰痛アプリの文献収集 

腰痛に関するアプリは、診断や評価、治療
など様々な観点で多くの製品が開発されてい
る。Machado らによる腰痛のセルフマネジメ
ント用のスマホアプリに関するシステマティ
ックレビュー5)では、セルフマネジメント用
で 1 つ以上の要素の治療を提供しており、か
つ 2015 年～2017 年に作成または更新される
61 のアプリについて扱っている。これらアプ
リの介入コンテンツをみると、biomechanical 
exercise のみや、ヨガなどの Mind-body 
exercise のみなど、大半が単一の要素の介入
であった。また、市販されている腰痛アプリ
に関する近年のレビュー6)をみても、それら
のアプリで提供されている情報や指導の質は
低く、またそのほとんどが biomechanical な
アプローチであるとされている。 
 一方、腰痛のセルフマネジメント用のモバ
イルヘルスアプリの中で、効果を研究として
検証しているものも幾つか存在する。Rintala
らによるスコーピングレビュー7)では、2015
年 1 月～2021 年 7 月に公表されている論文
を対象に検索したところ、5 つの腰痛アプリ
が同定された。対象者の腰痛の持続期間は急
性（6 週未満）から慢性（12 週以上）まで文
献によって様々で、介入期間は 6～24 週間で
あった。同定された 5 つのうち 4 つのアプリ
で腰痛の軽減に有用であることが示されてい
た。disability に関しては、4 つのアプリで検
証されており、そのうち 3 つで disability の有
意な軽減が示されていた。これらの腰痛アプ
リの多くは、教育的指導、運動、マインドフ
ルネスの要素を含んでおり、また身体活動を
モニタリングする機能や個別化されたアプロ

ーチが提供されるものであった。 
 
Ｄ．考察 

コロナ禍において、多様な働き方が拡がる
なか、従業員への健康指導の手法も変革を求
められている。今回、テレワーカーに対して
腰痛を含む健康問題へ先駆的に取り組んでい
る 3 社の事例を取り上げた。オンライン会議
システムを用いたセミナーや社内で開発した
アプリを活用した方法などを通して、社員の
健康増進、ひいては仕事のパフォーマンスの
向上を目指した事例であった。たった 2 回の
セミナーであっても対象者の行動変容につな
がった事例もあり、対象者の状況を把握し、
適切なコンテンツを踏まえたアプローチによ
り、リモートであっても社員の健康増進に寄
与できる可能性が示唆された。 
 運動器疼痛のセルフマネジメントへの介入
手段の 1 つであるモバイルヘルスアプリは、
出勤しないテレワーカーへの健康対策として
も有用な手段である。市販化されている腰痛
対策に関するアプリは多数存在するものの、
その多くは指導内容や情報の質が低く、単一
の要素での介入のようである。2016 年に
JAMA Intern Med に発表された腰痛（主に再
発）予防に関するシステマティックレビュー
8)では、“運動と教育のコンビネーション”が最
も有効であるとされており、最新のエビデン
スに基づくコンテンツを含むアプリの開発が
望まれる。2022 年に報告された腰痛のセルフ
マネジメントのアプリに関するレビュー7)に
よると、効果検証をしている近年の腰痛アプ
リは 5 つと少ないが、それらは多面的な要素
を含み、個別化された介入が実施されるもの
であり、pain・disability 面ともに一定の効果
があるようである。腰痛は、複数の要因と関
連し合うため、multicomponent で、かつ
self-tailored なアプローチが可能なアプリが
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重要である。 
 
Ｅ．結論 

テレワーカーへの腰痛対策に取り組む好事
例を紹介した。また、先行研究より腰痛アプ
リの情報を収集し、近年のアプリの特性およ
び現時点での知見を整理した。 
 
Ｆ．健康危険情報 

総括研究報告書にまとめて記載。 
 
Ｇ．研究発表  

1.論文発表 
無し 
2.学会発表 
無し 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

1.特許取得 
無し 
2.実用新案登録 
無し 
3.その他 
無し 
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